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研究要旨 

【研究目的】本研究の目的は、国土強靭化基本計画の変更を踏まえ、地域の実情に応じた災害

医療体制を提供するために、DMAT、災害医療コーディネーター、病院の BCP、EMIS 等の情報シ

ステム、地域包括ケアシステム、国際医療チームの受援等の研究を進め、マニュアルやガイド

ラインを策定し、災害医療全体の改善を図ることである。 

【研究方法】本研究班は、多くの分担研究者により、災害医療全般に関して研究するが、1つ

の研究班によって行われるため、整合性のとれた研究結果が期待される。分担研究結果を整合

性のとれた報告として総括する。（担当 研究代表者 小井土雄一） 

・災害医療コーディネートに関する研究（担当 研究分担者 森野一真） 

コーディネーターの位置づけ・役割を明確化し、業務標準化を図る。活動マニュアルを策定す

る。 

・EMISに関する研究（担当 研究分担者 中山伸一） 

EMIS入力率の低さや項目の不備が指摘されている。EMISの担うべき機能を整理、扱いやすい

EMISを提言する。J-SPEEDや最新のアプリ、SIP4との連携を検討する。 

・災害時のロジスティクスに関する研究（担当 研究分担者 近藤久禎） 

医療ニーズを把握し医療資源を適切に配分調整する全国的な体制を構築する。派遣調整や本部

等での指揮調整等を行う人材養成の仕組みを構築する。 

・最先端科学技術を用いた災害時の医療に関する研究（担当 研究分担者 山田憲彦） 

災害時にも平時と同等の医療を展開できる最先端科学技術がないか模索、検討する。 

・DMATの効果的な運用に関する研究（担当 研究分担者 阿南英明） 

被害想定に基づくDMAT必要チーム数を考慮した隊員養成計画を作成する。気象災害に関する活

動内容や教育内容を検討し、研修カリキュラム案を提示する。 

・医療搬送に関する研究（担当 研究分担者 本間正人） 

ドクターヘリは全国に53機が配備されている。これらを活用した広域医療搬送のあり方を検討

する。 

・一般病院等へのBCP策定に関する研究（担当 研究分担者 本間正人） 

一般的な病院や有床診療所のBCP策定に係るマニュアルを策定し、BCPの全病院化を目指す。 



 

・災害時における地域包括ケアシステムに関する研究（担当 研究分担者 小早川義貴） 

充実した地域包括ケアシステムは良好な災害対応の基礎になる。災害に強い地域包括ケアのあ

り方を提示する。 

・周産期・小児医療提供体制に関する研究（担当 研究分担者 海野信也） 

小児周産期リエゾン活動マニュアルを活用し、都道府県災害対策部門と周産期・小児医療担当

部門の連携を強化する。また、小児周産期リエゾンの活動の評価・検証を行うことにより活動

要領のさらなる充実をはかる。 

・IoT、AIを用いた災害医療の将来像に関する研究（担当 研究分担者 久保達彦） 

「統合イノベーション戦略」に基づき推進される研究開発（ＳＩＰ、ＰＲＩＳＭ、ＩｍＰＡＣ

Ｔ）の動向および「IoT/BD/AI情報通信プラットフォーム」事業等の状況を調査し、IoT、AI

を活用する災害医療の将来像と課題を明らかにする。 

・DMAT隊員のメンタルヘルスチェックシステムに関する研究（担当 研究分担者 西大輔） 

災害発生時には、救援活動を行う DMAT 隊員も PTSD を発症する危険がある。平時から DMAT隊

員のメンタルヘルスをチェックするシステムの構築を検討する。 

・国際災害医療チームの受援に関する研究（担当 研究分担者 久保達彦） 

国際医療支援を効率的に受け入れるための方法を検討する。チームの最低基準等の関係国際基

準を分析する。チームの派遣及び受援に関わった専門家等にヒアリングを実施、本邦の体制を

踏まえ分析する。今年度は、日本 DMATと米国 DMATの机上訓練、実動訓練を実施することを通

じて、被災地における既存の災害医療提供体制の枠組みにおける国際医療チーム受け入れにお

ける課題や対応策等について検討を行う。 

【研究結果・考察】 

 令和元年度大規模地震時医療活動訓練が、首都直下地震の想定のもと、防災訓練関係

機関相互の協力の円滑化を図る目的で、令和元年年 9 月 7 日（土）に実施された。「首都直下

地震における具体的な応急対策活動に関する計画」（平成 28年 3月 29 日）等に基づき行われ、

当該活動に係る組織体制の機能と実効性に関する検証が行われた。被災都道府県は、埼玉県、

千葉県、東京都及び神奈川県の 1 都 3 県である。参加 DMAT 隊員は被災地外からの支援 DMAT

約 1,600名（319病院から 331チーム）、訓練コントローラー440名である。また、訓練参加病

院は 199施設、広域医療搬送実施機体 6機（自衛隊固定翼機 2、自衛隊回転翼機 4）、ドクター

ヘリ 4 機の参加を得て実施された。主な成果としては、DMAT の指揮系統、運用の検証、巨大

な医療ニーズへの対応方法の検証、搬送調整に関わる検証、インフラ支援、医療物資支援の検

証、保健医療福祉分野との連携検証ができたことである。これらの検証結果は、再び分担研究

班へフィードバックされた。 

 災害医療コーディネートに関しては、2019 年台風 19 号における状況について、市区



 

町村レベルは宮城県丸森町、保健所管轄（二次医療圏）レベルと都道府県レベルは長野県を例

に検討した。それぞれのレベル階層の拠点において、保健医療に関する調整本部が設置されて

いたが、災害発生直後から運用できる体制を整えることが難しく、DMAT 本部や保健所との役

割分担、保健医療調整会議や事務局の設置に関する事前の打ち合わせ無しでの運用は難しいこ

とが示唆された。 

 EMIS に関する研究では、大阪府北部地震、平成 30 年北海道胆振東部地震における医

療情報の課題を抽出し、EMIS の機能改善ならびに拡張を行う方向性や具体的な項目などにつ

いて検討した。抽出された主な課題として、i) 医療機関の入力率の低迷、ii) 医療機関のラ

イフライン関連情報の入力項目の不備、 iii)停電時や野外などで EMIS 発信の困難性が明らか

となった。これらの課題への対策として、それぞれ i) ユーザーインターフェースの強化、EMIS

訓練機能の強化と e-Learning の導入、医療機関の API の開発、ii) 病院の基礎情報管理なら

びに緊急時入力、詳細入力に、ライフライン情報項目を追加、 iii)スマートフォン用アプリ

の開発を提案した。 

 ロジスティックに関しては、DMATの運用と指揮についての検討、DMATのロジスティク

スを強化する検討、医療機関における水及び自家発電機用燃料の供給に関する検討、被災地内

における通信環境の確保に関する検討、ロジスティック要員の研修のあり方に関する検討等を

行った。検討は、政府総合防災訓練（大規模地震時医療活動訓練）、DMAT地方ブロック訓練等

における検証、および文献的考察、アンケート調査などによった。成果としては、大規模地震

時医療活動訓練等におけるＤＭＡＴの指揮及び運用について検証を行ったこと、ロジステーシ

ョンの具現化に向けた NEXCO等と連携した訓練による検証したこと、医薬品卸業界、医療機器、

酸素等の関連業界との連携訓練による災害時の連携についての検証を行ったこと、医療機関に

おける水及び自家発電機用燃料の供給に関する検討を行ったこと、被災地における通信手段の

確保手法の検証ができたことが主なものである。これらの成果は、ロジスティック体制や行政

による DMAT 運用体制の整備に貢献し、急性期災害医療体制の整備に寄与したものと考えられ

た。 

 災害医療の将来戦略に関しては、災害時において予後の悪化が想定される重篤な循環

器疾患（特に脳卒中）を対象に、発症から治療に至る状況の飛躍的な改善を目的とするイノベ

ーションの意義及び実施要領を検討した。その結果、有望な科学技術に求められる要件や具体

的な候補技術例（医療用の水素ガス等）の特定、特異的なニーズを多角的に追求するイノベー

ションの推進要領、さらに本取り組みの成果が平時の医療に及ぼすインパクトについて、一定

の見解を得ることができた。 

 DMATの効果的な運用に関しては、今年度は、昨年度本研究班で作成した「病院行動評

価群 ver2」の実用性評価を行った。実災害である 2016 年熊本地震での評価、大規模地震時医



 

療活動訓練での活用、そして近年増加している気象災害での有用性と課題を検討した。実際の

地震での有用性が確認できた。また大規模地震時医療活動訓練でも病院の機能評価に有用であ

った。気象災害に対する活用では、一時的な断水や停電であっても「病院行動評価群 ver2」

の病院避難に分類され、判断が過剰になる傾向が認められた。今後、気象災害に関しては、本

群別分類改変が必要であることが判った。 

 医療搬送に関する研究では、広域医療搬送調査結果より、SCU の指定が完了している

都道府県が 87%と増加していた。また SCU の訓練状況は 81%と増加へ転じた。一方、資器材、

物品の整備状況は 50%前後と横ばい、SCU を担当する医療機関の明示は 23%に留まった。制度

的にも確立していない理由も考えるため、今後の整備の方向性についても検討が必要である。

令和元年 11 月に行われた鳥取県原子力防災訓練（災害医療訓練）において、鳥取県消防学校

に SCU を設置し、陸上自衛隊の野外手術システムを展開して衛生隊と DMAT が連携して模擬手

術（処置）を行い、その後に空路搬送する訓練を実施し課題を抽出した。その結果、事前に

DMAT が持参すべき医療機器や医療資機材を計画し訓練することにより安定化手術（処置）は

実施可能であると考えられた。 

 一般病院等への BCP 策定に関する研究においては、今年度は医療機関における受援計

画策定をテーマとした。地方自治体職員の相互応援体制に伴う応援・受援計画のガイドライン

を参考として、「医療機関のための災害時受援計画作成の手引き」を作成した。大規模な災害

時には様々な団体が早い時期から支援体制をとるが、その支援を効果的に活かすためにも、医

療機関の受援体制整備が喫緊の課題である。 

 災害時における地域包括ケアシステムに関する研究においては、災害時にも有効な地

域包括ケアシステムを構築するため、これまでの先行研究および災害対応の事例をベースに検

討を行った。その結果、地域で災害時に有効な地域包括ケアシステムを構築するためには災害

医療の３つの視点が重要であることが示唆された。すなわち、（１）広範な環境変化への対応 

（２）急激な環境変化への対応 （３）外部支援者との連携の３点である。実際の災害時の災

害対応の中で、地域資源と外部支援の調整は急性期から慢性期への移行の際に必ず向き合わな

くてはいけない課題である。災害医療の分野でも地域包括ケアを視野にいれた対応が求められ

る。 

 周産期・小児医療提供体制に関する研究においては、2019年度に発生した実災害及び

2019 年度政府大規模地震時医療活動訓練におけるリエゾン訓練の経験を通じて、特に大都市

圏における、災害時小児周産期リエゾンの活動における課題の抽出を行った。その結果、特に

長期にわたる停電時の在宅の医療的ケア児への対応、複数の活動拠点を設置し、リエゾン活動

を行う場合の課題が明らかになった。また、リエゾン養成講習会の受講者調査を通じて、医師

以外の看護職や行政職の参画の重要性が示された。 



 

 IoT、AI を活用する災害医療に関する研究においては、関係計画・施策・技術調査と

社会実装課題調査を実施した。同調査結果から、最新の情報通信関連技術を社会実装するうえ

での 7つの構造的な課題が明らかになるとともに、災害医療分野において IoT、AIを活用する

研究開発は既に進行していることが明らかとなった。 

 DMAT／DPAT先遣隊隊員のメンタルヘルスの状態を平時からチェックするシステムの構

築すること等を目的に、2020 年 1月 29日から隊員を対象にした調査を開始した。また新型コ

ロナウイルスに関連した活動に従事した DMAT／DPAT隊員が相当数いたことから、3月 11日よ

り新型コロナウイルスに関連したストレスに焦点を絞った調査も新たに実施し、救援活動中に

おいてもセルフケアのための十分な時間を確保できること等が重要であることが示唆された。 

 国際災害医療チームの受援に関する研究では、効率的・効果的な受援を果たすための

具体的方策を明らかにすることを目的として、国内計画等調査、国際標準等調査、そして国際

受援訓練に分けて研究を推進した。米国 DMAT との合同訓練はコロナ禍で延期となった。 
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Ａ  研究目的 

本研究の目的は、国土強靭化基本計画の変更

を踏まえ、地域の実情に応じた災害医療体制

を提供するために、DMAT、災害医療コーディ

ネーター、病院の BCP、EMIS 等の情報システ

ム、地域包括ケアシステム、国際医療チーム

の受援等の研究を進め、マニュアルやガイド

ラインを策定し、災害医療全体の改善を図る

ことである。 

平成の時代は多くの災害に見舞われた。平成 7

年の阪神淡路大震災に始まり、新潟県中越地

震、東日本大震災、熊本地震、北海道胆振東

部地震と震度 7 の地震が連続した。また、地

震のみならず、平成 26 年広島豪雨災害から、

連続して気象災害にも見舞われている。一方

でこのような状況の中、本邦の災害医療はこ

の 30年間で飛躍的に発展した。DMATや災害拠

点病院の設置、広域災害救急情報システムな

どは、世界に誇る仕組みとなった。しかしな

がら、多くの災害を経験すれば、その都度新

しい課題が生じるものである。これらの課題

を解決すべく、国も平成 30 年 12 月国土強靭

化基本計画を書き直した。国土強靭化基本計

画の保健医療に関する骨子は、医療施設の耐

震・インフラ強化、広域的な連携体制、医療

資源の供給体制、被害想定に基づいた DMAT養

成、医療資源を適切に配分調整するロジステ

ィクス等となっている。本研究はこの国土強

靭化基本計画の具現化に貢献するために行う。

具体的な主なテーマは、一般病院や有床診療

所のＢＣＰ策定に係るマニュアル策定、災害

医療に強い地域包括ケアシステムのあり方、

IoT、AIを用いた災害医療、災害医療コーディ

ネーターの活動マニュアルの策定、国際災害

医療チームの受援に関するマニュアルの策定

である。 

 

Ｂ  研究方法 

本研究班は、多くの分担研究者により、災害

医療全般に関して研究するが、1つの研究班に

より行われるため研究班会議を通して、分担

研究の結果を有機的に結合させ、包括的な災

害医療体制づくりを提言する。また、昨今の

災害を検証し、「脆弱性の分析・評価」及び「リ

スクに対する対応方策の策定」を行う。 

・災害医療コーディネートに関する研究（担

当 研究分担者 森野一真） 

コーディネーターの位置づけ・役割を明確化

し、業務標準化を図ることが目的であるが、

今年度は、現状評価として2019年台風19号に

ついて、災害医療コーディネートの三層構造

（市区町村、二次医療圏、都道府県）、およ

び災害時の保健・医療コーディネート体制の

運用を検証した。実際には、市区町村レベル

は宮城県丸森町、保健所管轄（二次医療圏）

レベルと都道府県レベルは長野県を例に検討

した。 

・EMISに関する研究（担当 研究分担者 中

山伸一） 

EMIS入力率の低さや項目の不備が指摘されて

いる。EMISの担うべき機能を整理、扱いやす

いEMISを提言するため、大阪府北部地震、平

成30年北海道胆振東部地震において顕在化し

た災害時の医療情報共有における課題を抽出

した。そして、EMISの機能改善ならびに拡張

を行う方向性や具体的な項目などについて検

討し、案を提示することを目指した。 



 

・災害時のロジスティクスに関する研究（担

当 研究分担者 近藤久禎 研究協力者 市

原正行） 

ロジスティックに関わる学識経験者により研

究班を組織し、DMAT の運用と指揮についての

研究、DMAT のロジスティクス強化に関する研

究、医療機関における水及び自家発電機用燃

料の供給に関する検討、被災地内における通

信環境の確保に関する検討、ロジスティック

要員の研修のあり方に関する研究等を行った。

検討は、政府総合防災訓練（大規模地震時医

療活動訓練）、DMAT地方ブロック訓練等の訓練

における検証、および文献的考察、アンケー

ト調査などによった。 

・最先端科学技術を用いた災害時の医療に関

する研究（担当 研究分担者 山田憲彦） 

災害時において予後の悪化が想定される重篤

な循環器疾患（特に脳卒中）を対象に、発症

から治療に至る状況の飛躍的な改善を目的と

するイノベーションの意義及び実施要領を検

討した。脳卒中・脳外科、救急・災害医学等

の専門家、ITを含む基礎系の研究者・技術者

に加え、ヘルスイノベーションを推進する神

奈川県の特色を活用し、イノベーション及び

国家戦略特区の実務担当官等の積極的な支援

を得て検討を重ねるとともに、県の事業とし

て数次に及ぶ検討会を企画・実施した。 

・DMATの効果的な運用に関する研究（担当 研

究分担者 阿南英明） 

今年度は、昨年度本研究班で作成した、被災

地域の医療機関が自施設の機能状況を判断す

る手順と定型分類である「病院行動評価群

ver2」の実用性評価を行った。実災害である

2016年熊本地震での評価と将来の地震対策と

して行われる訓練の被害想定での活用法、そ

して近年増加している台風、水害での有用性

と課題を検討した。 

・医療搬送に関する研究（担当 研究分担者 

本間正人） 

広域医療搬送の在り方を検討するために、本

年度は、都道府県における SCU（Staging Care 

Unit）整備状況を令和元年度第 2 回急性期災

害医療に関する都道府県の取り組みにかかる

調査より把握した。また、陸上自衛隊と連携

した SCU 診療の高度化の検討するため、令和

元年度鳥取県原子力防災訓練（災害医療訓練）

において、鳥取県消防学校に SCU を設置し、

同会場に陸上自衛隊の野外手術システムを展

開して衛生隊と DMAT が連携して模擬手術（処

置）の後に大型ヘリコプターCH47 にて医療搬

送する訓練を実施し課題を抽出した。 

・一般病院等へのBCP策定に関する研究（担当 

研究分担者 本間正人） 

今年度は BCPの中でも、医療機関における受

援計画策定をテーマとした。東日本大震災と

熊本地震の経験を踏まえすでに発出されてい

る地⽅公共団体のための災害時受援体制に関

するガイドライン平成 29年 3⽉内閣府（防災

担当）、神戸市災害受援計画（概要版）、熊本

県市町村受援マニュアル作成の手引き（第 1

版）を参考に有識者の意見も参考に「医療機

関のための災害時受援計画作成の手引き」を

作成した。 

・災害時における地域包括ケアシステムに関

する研究（担当 研究分担者 小早川義貴） 

災害時に強い地域包括ケアシステムを構築す

るための基礎的な考察を行い、必要な対応を



 

検討する。今年度は、これまでの先行研究お

よび災害対応の事例をベースに検討を行った。 

・周産期・小児医療提供体制に関する研究（担

当 研究分担者 海野信也 研究協力者 岬

美穂） 

2019 年度に発生した実災害及び 2019 年度政

府大規模地震時医療活動訓練におけるリエゾ

ン訓練の経験を通じて、特に大都市圏におけ

る、災害時小児周産期リエゾンの活動におけ

る課題の抽出を行った。実際には、「実災害」

検討、「リエゾン活動」検討、「リエゾン養成

研修」検討、「情報システム」検討の 4グルー

プに分かれて検討を行った。 

・IoT、AIを用いた災害医療の将来像に関する

研究（担当 研究分担者 久保達彦） 

IoT、AIを活用する災害医療の将来像と、同将

来像への到達にむけて克服すべき課題及びそ

の対処法を明らかにすることを目的として、

防災・災害医療分野における IoT、AI の活用

に関する我が国の関係計画・施策・技術につ

いて情報収集を実施した。あわせて、これら

の情報通信関連技術を導入する際に直面する

構造的な課題を、IoT/AI に取り組む災害医療

情報専門家および複数の民間 IT事業者に聴取

して同定した。 

・DMAT 隊員のメンタルヘルスチェックシステ

ムに関する研究（担当 研究分担者 西大輔 

研究協力者 河嶌譲） 

DMAT／DPAT 先遣隊隊員のメンタルヘルスの状

態を平時からチェックするシステムの構築す

ること等を目的に、2020年 1月 29日から隊員

を対象にした調査を開始した。また新型コロ

ナウイルスに関連した活動に従事した DMAT／

DPAT隊員が相当数いたことから、3月 11日よ

り新型コロナウイルスに関連したストレスに

焦点を絞った調査も新たに実施した。 

・国際災害医療チームの受援に関する研究（担

当 研究分担者 久保達彦 研究協力者 若

井聡智、大野龍男、豊國義樹） 

国土強靱化基本計画に基づき、大規模災害時

に国際医療支援を受け入れる必要が生じた場

合に、特に地方自治体の受援負担を最小化し

つつ、効率的・効果的な受援を果たすための

具体的方策を明らかにすることを目的として、

①国内計画等調査、②国際標準等調査、③国

際受援訓練に分けて研究を推進した。 

Ｃ  研究成果 

〇令和元年度政府総合防災訓練における大規

模地震時医療活動訓練への参加・検証(9月 7

日実施) 

令和元年度大規模地震時医療活動訓練が、首

都直下地震を想定し、「首都直下地震における

具体的な応急対策活動に関する計画」（平成２

８年３月２９日）等に基づく、大規模地震時

医療活動に関する総合的な実動訓練を実施し

て、当該活動に係る組織体制の機能と実効性

に関する検証を行うとともに、防災訓練関係

機関相互の協力の円滑化を図る目的で、令和

元年年 9 月 7 日（土）に実施された。被災都

道府県は、埼玉県、千葉県、東京都及び神奈

川県の 1都 3県である。参加 DMAT隊員は被災

地外からの支援ＤＭＡＴ約 1,600名（319病院

から 331 チーム）、訓練コントローラー440 名

である。また、被災想定 1 都 3 県における訓

練参加病院は 199 施設、広域医療搬送実施機

体 6機（自衛隊固定翼機 2、自衛隊回転翼機 4）、

ドクターヘリ 4機の参加を得て、実施された。 

DMAT の参集にあたっては、陸路の参集拠点と



 

して、被災地域内の災害拠点病院等、高速道

路施設 5 箇所、民航機による空路の参集拠点

として空港 2箇所（成田国際空港、静岡空港、

自衛隊機による被災地外の空路参集拠点とし

て福岡空港が設置された。また、ドクターヘ

リの参集拠点として、ホンダエアポート（埼

玉県）、日本医科大学千葉北総病院（千葉県）、

東京ヘリポート（東京都）の 3 箇所が設定さ

れた。DMAT の参集はブロックにより、北海道

は空路（民航機利用）、東北、関東、中部及び

近畿は陸路、中国及び四国は空路（民航機利

用）、九州・沖縄ブロックは空路（自衛隊機ま

たは民航機利用）参集とした。さらに、本訓

練では DMATロジスティックチームを各都道府

県 DMAT 調整本部、DMAT 活動拠点本部、DMAT

参集拠点本部等に配置することとし、その派

遣調整を DMAT の被災地への配分調整と共に 9

月 6日（金）に行った。 

本訓練では下記のことが確認、検討された。

結果は分担研究班へフィードバックされ、更

に検証された 

1． ＤＭＡＴの指揮系統、運用の検証 

・保健医療調整本部の運用 DMAT 調整本部と

の連携 

・ロジスティックチームの募集、登録、派遣、

活動 

・指揮所レベルの指揮系統の確立 

2.医療ニーズへの対応：ＴＴＴ活動 

・耐震診断結果、ハザードマップを活用した

活動の実施 

・病院の標準的な医療対応（前年度研究班成

果の阿南分類含）の周知、活用 

・SCUの環境確認 

3.搬送調整にかかわる課題  

・搬送フローの策定と周知（都県、地域レベ

ル） 

・地域医療搬送マニュアル（前年度松本分担

成果）の検証 

・緊急消防援助隊との連携（拠点本部での消

防リエゾン受入） 

・都県における航空搬送調整班、ドクヘリ搬

送担当運用検証 

・実機訓練の検証項目の整理 

4.DMAT ロジスティックスの向上 

・医療機関への補給実施上の必要情報の事前

収集又は想定 

・都県・支援の水供給量を基とした補給訓練

の実施 

・医療機関への物資供給訓練 

・保健医療福祉分野との連携 

・介護保険施設情報収集様式（久保班）の検

証 

・市区町村との連携訓練（避難所など）の検

証 

５.他分野との連携 

・耐震診断との協力の検証 

・緊急消防援助隊との連携の検証 

6.今回の訓練地域における課題 

・火災対応の課題の抽出 

・豊富な医療資源保持の検証 

・東京都のローカルルールとの整合性 

 

〇分担研究の結果概要 

① 災害医療コーディネートに関する研

究（担当 研究分担者 森野一真） 

今回、実災害における調整業務を調査検討し、

体制構築やその運用の実際と課題を抽出する

ため、2019年台風19号における種々の調整に



 

ついて、市区町村レベルは宮城県丸森町、二

次医療圏レベルと都道府県レベルは長野県を

例に検証した。その結果、都道府県ごと、市

区町村、保健所管轄（二次医療圏）、都道府県

の各階層の拠点において、保健医療に関する

調整本部が設置され、運用されており、コー

ディネート体制が広く認識されていた。しか

し、災害発生直後からの体制構築や、調整本

部の役割の認識が明確でなかった。特に医療

と福祉の連携では、介護老人福祉施設からの

避難に難渋し、今後は、保健医療調整本部に、

福祉分野のリエゾンが必要であることが明ら

かになった。 

② EMISに関する研究（担当 研究分担者 

中山伸一） 

大阪府北部地震、平成 30年北海道胆振東部地

震の検証から明らかとなった課題は以下の３

つ。 

i) 医療機関の EMIS 入力率の低迷 

 発災後の EMISによる医療機関状況入力率は、

大阪北部地震では 10 時間後にほぼ 100%（母数

医療機関 525 カ所）、平成 30年北海道胆振東

部地震では 16時間後に 60%（母数医療機関 969

カ所）に留まった。後者での入力率が良くな

い原因としては、広範囲な停電（ブラックア

ウト）も影響していると推察される。問題は、

両災害とも、入力者 ID分析により入力者を割

り出してみると、医療機関自身の入力による

発信は極めて少なく、代行機関による入力が

いずれも高率（60%と 80%）であることである。

代行入力に当たっては、保健所職員や DMATな

どによる電話等のいわゆるローラー作戦が必

要であった。 

ii) 医療機関におけるライフライン関連

情報の入力項目が不十分であること 

 いずれの災害でも、医療機関において電気、

水、医療ガスなどのライフライン障害が生じ

ており、その支援が必要であった。しかし、

EMIS情報では全く不十分であり、平成 30年北

海道胆振東部地震では、自家発電機の燃料を

供給するのに際して、燃料タンクの容量や位

置、燃料の種類、給油口の位置などの詳細な

情報について、電話で聴き取る煩雑な作業が

必要となり、調整に時間と労力を要した。 

iii) 停電時や野外などで EMIS発信が不可

能であること 

 停電時にしばしば EMIS入力が困難となる問

題は、平成 30年北海道胆振東部地震における

ブラックアウトにより、顕在化した。また、

DMAT活動などの際、野外からの EMIS 発信が容

易でないのは指摘されていたが、今回は病院

支援などへの移動中や被災地での屋外活動に

おいて、EMISの入力・発信が困難となる実態

が改めて課題として指摘された。 

これら 3つの課題への対応案として以下の対

策を提案した。 

i) EMIS入力率改善に向けての対策 

・ ユーザーインターフェースの強化：視

認性・操作性向上のための改修をおこなう。 

・ EMIS訓練機能の強化：医療機関の自主

的な利用促進を目的として、被災状況入力機

能の訓練版を追加する。 

・ e-Learning の導入：EMIS 主要機能の

習熟度向上と操作への理解を深めることを目

的とし、反復練習も可能とする e-Learningを

導入する。 

・ 医 療 機 関 状 況 の Application 

Programing Interface（API）開発：外部シス



 

テムから、EMIS へ登録・参照するためのイン

ターフェースを追加する。  

ii) EMIS医療機関情報項目の追加： 

・ 既存の「緊急時入力」に建物の火災お

よび浸水に関する項目を追加する。 

・ 「詳細入力」にエレベーターの稼働状

況を追加する。 

・ 「病院情報管理」に電気・水道等に 関

する項目を追加する。 

iii) スマートフォン用アプリ化開発による情

報通信改善： 

・ 医療機関の被災状況入力用機能をス

マートフォンアプリ化する。 

・ DMAT 活動状況入力を可能とするアプ

リの開発 

・ オフライン時の利用、プッシュ通知に

対応する 

③ 災害時のロジスティクスに関する研

究（担当 研究分担者 近藤久禎） 

１． DMATの運用と指揮についての検討 

令和元年度大規模地震時医療活動訓練が令和

元年 9 月 7 日（土）に、首都直下地震により

埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県が被災

したという想定にて実施され、DMAT の運用と

指揮について検証を行った。被災 1 都 3 県に

おける実施状況は次のとおりである。 

1－１．保健医療調整本部の運用 

一都三県で、名称こそ違っても保健医療調整

本部が設置された。DMAT 調整本部も本部内に

設置あるいは別々で運営の差はあったが、連

携には問題がなかった。反省点としては、本

部の場所が離れていた、保健所、消防との連

携が不十分であった等、従来の課題があげら

れた。 

１－2．ロジチームの派遣 

ロジチームを如何に早く出すかが、昨今の災

害対応のキーであるが、一都三県で概ね問題

なく登録・派遣指示が行われた。派遣先は、

保健医療調整本部、SCU、活動拠点本部等であ

った。一部の県では、派遣のタイミングが遅

れたところもあり、リクルート・派遣に関し

ては、更に精鋭化が必要である。 

１－3．指揮所レベルの指揮系統の確立 

活動拠点本部、支援指揮所、病院対策本部間

で役割分担および連絡窓口に混乱が生じた。

通信脆弱性もこの一因としてあげられた。

EMIS 上の本部（指揮所）連絡先の登録が一部

不十分であった。その結果、EMIS 上での指揮

所レベルの箱作りがなされず、活動の実態が

調整本部で不明瞭となってしまうケースが見

られた。 

２． DMAT のロジスティクス強化に関する

検討 

2-1.関連業界の窓口との連携についての研究 

昨年度に引き続き各関連業界団体を訪問し、

意見交換を行うとともに、令和元年度大規模

地震時医療活動訓練等において関連業界との

連携訓練を実施した。 

2-2.NEXCO各社との連携に関する研究 

政府が作成している「首都直下地震における

具体的な応急対策に関する計画」の第２章緊

急輸送ルート計画に従い、今年の訓練では、

新たにできた蓮田 SAと守谷 SA、関越道の高坂

SA、NEXCO 中日本管轄の中央道談合坂 SA、東

名高速道路の足柄 SAを使って参集訓練を行な

った。政府が謳っている八方向作戦のうち五

ルートを使った確認となった。今回の実働訓

練では高速道路 SAには半日程度の滞在ですむ



 

が、実動では最低でも数日は続くと考えられ

る。また被災地に入る手前ということもあり

ロジ支援や物資の支援などでも運用なども今

後考えられる。また、今回は日赤無線による

連絡網を使えるようにし情報の収集及び情報

の提供ができるようにした。今後被災地に入

る前に渡せる情報をどこまで高めるかによっ

て参集拠点の役割が重要になってくる。 

2-3. 空港での参集拠点設置と移動手段の確保

に関する検討 

空港参集拠点については３箇所の設置を行い、

被災地内参集拠点として成田国際空港。被災

地外参集拠点として静岡空港と福岡空港に設

置を行った。空港参集拠点からの移動手段と

してはレンタカー事業者との災害時協定をも

とにレンタカーを手配し、乗り捨て対応が可

能であるかを検証した。今回の検証ではより

具体的に、レンタカー事業者との間で実施可

能な手段を検証することができた。今後は調

整のスキーム化、マニュアル化を進めていき、

様々な状況下でも安定した手配が可能な体制

を整えたいと考える。 

2-4.被災地内における通信環境の確保に関す

る検討 

災害時に、衛星通信機器を使っての通信網の

確立は不可欠である。特に小型地上局 VSATを

利用した高速データ通信は、EMIS を利用する

DMAT活動拠点にとって必要となる。そのため、

非常時通信の関係機関との連携、現在国内で

調達可能なスカパーJSAT株式会社（以下、「ス

カパーJSAT」という）、IPSTAR衛星通信関連事

業者との協定に基づく被災地内で高速通信網

計画を行い、令和元年度大規模地震時医療活

動訓練や各ブロック実動訓練で連携訓練を実

施した。各ブロック実働訓練でも、DMAT 調整

本部や参集拠点本部での通信が概ね確保され

た。しかし、年度末でのコロナウイルス感染

症対応活動においては、ダイヤモンドプリン

セス号の離岸に伴う船外への通信手段の確保

困難や、連絡調整や患者情報伝達を目的した

デジタル簡易無線運用での混乱など、多くの

課題も見つかった。今後も様々な通信手段の

研究や通信知識・技術の保有継続、そして通

信知識と技術を持った人員の育成が課題であ

る。 

2-5.医療機関における水及び自家発電機用燃

料の供給に関する検討 

昨年度の平成 30年７月豪雨災害、北海道胆振

東部地震を経て、医療機関への給水、自家発

電機の燃料補給、電源車の派遣など医療施設

のライフライン支援に必要な項目について整

理された。この検証を、令和元年度大規模地

震時医療活動訓練において、一都三県でライ

フライン支援に必要な項目を事前調査し水、

燃料の補給及び、電源車の派遣調整訓練を実

施した。訓練直後の９月８日、台風第１５号

による大規模停電が発生したが、訓練におい

て、ライフライン支援に必要情報を収集して

いたため、迅速な手配、支援に結び付けるこ

とが出来た。しかし、水、燃料など医療機関

へ補給の優先順位付けなどについて課題を残

した。今後は、大規模都市における一般病院

の補給について、調査・補給の優先順位付け

を検討する必要がある。また、医療機関だけ

でなく、障害者（児）施設、介護保健施設の

対応も重要であることが分かった。 

2-6. 日本集団災害医学会ワークショップ 

第 25回日本災害医学会学術集会において、本



 

学会の災害医療ロジスティクス検討委員会の

企画として、「これでいいのかロジスティク

ス」をテーマとしパネルディスカッションが

実施された。 

災害医療ロジスティクス専門家認定制度につ

いて、昨年度の認定者数は 156 名（認定上級

ロジ 82 名、認定ロジ 74 名）であったが、今

年度の認定者は 26名（認定上級ロジ 8名、認

定ロジ 18名）であり、2年目以降は 30名程度

の認定数で維持していく計画が報告された。

台風 15 号、19 号の報告では、「医療機関への

ライフライン支援調整」の重要性と、災害医

療ロジスティクス専門家認定者の役割が報告

された。重要なのは、医療機関におけるライ

フラインに関する正確な情報の集約であり、

これによる優先順位付けという事であった。

資源の調達にあっては、国、都道府県、市町

村との連携が不可欠であり、各方面で重複し

ない仕組みも必要であることが指摘された。

パネルディスカッションの最後には、災害医

療ロジスティクスは発展途上であり、課題も

多い。今後も人材育成をはじめとし、派遣体

制や受援体制構築における課題への取り組み

の継続が宣言された。 

３．統括ＤＭＡＴ、ロジスティック要員の研

修のあり方に関する研究 

3-1.統括ＤＭＡＴ研修の検討 

令和元年度の統括ＤＭＡＴ研修（新規養成）

は令和元年 5月 20、21日に 124名の受講者が

参加し、国立病院機構災害医療センターにお

いて実施された。研修内容については、昨年

度同様、机上演習等に過年度の大規模地震時

医療活動訓練での検証結果、直近の災害事例

として、平成 30年 7月豪雨（いわゆる平成 30

年西日本豪雨）、北海道胆振東部地震での医療

チームの活動事例も随所に織り込んだ形で研

修内容を組み立てた。 

3-2.ロジスティック要員の研修のあり方に関

する研究 

ＤＭＡＴロジスティックチームは、平成 30年

7 月豪雨災害、平成 30 年 9 月の北海道胆振東

部地震、令和元年台風 15号、19号等に派遣さ

れ、本部機能の強化や救護班体制への指揮系

統の移行において非常に有効に機能した。こ

れら要員の養成、維持を目的として、令和元

年度ＤＭＡＴロジスティックチーム隊員養成

研修を令和元年 12月 21日、22日に国立病院

機構本部において実施した。ＤＭＡＴロジス

ティックチームの主な活動である指揮支援と

ロジスティクス支援について、熊本地震での

教訓、過年度の大規模地震時医療活動訓練で

の検証結果に加え、平成 30年及び令和元年の

派遣実績を踏まえた机上演習、グループディ

スカッションなどを実施した。 

4. 籠城支援の教育ツール開発・周知に関

する研究 

4-1 災害時病院対応と病院籠城支援シミュレ

ーション（Damaged Hospital Continuation 

Support : DHCoS）の開発 

DHCoSは、籠城支援教育ツールの開発・周知に

より、実際の地域全体での籠城支援の定型化

に繋げることを目的として開発を行った。

DHCoS のプロトタイプは、平成 30 年度 DMAT

ロジスティクスチーム隊員養成研修（平成 30

年 12月実施：DMAT インストラクター・タスク

対象）に向け、調整本部ロジスティック部門

（地域限定）での本部実習形式（アドバンス

バージョン）として作成・実施した。 



 

4-2 令和元年度大規模地震時医療活動訓練

及び地方ブロック訓練企画における検証（令

和元年 5月～8月） 

令和元年度大規模地震時医療活動訓練の企画

段階にて、被災都県（一都三県）にて適宜 DHCoS

を実施した。また、上記に準じる形で、地方

ブロック訓練企画（宮崎県・滋賀県）でも DHCoS

を取り入れて訓練企画を行った。これにより、

地域全体の籠城支援においては、事前に医療

機関の詳細なライフライン・備蓄状況を把握

しておくことの重要性が周知出来たのと共に、

実際に実態調査を行うことにより、より現実

に即した籠城支援訓練を実施することが出来

た。 

④ 最先端科学技術を用いた災害時の医

療に関する研究（担当 研究分担者 山田憲

彦） 

神奈川県に、脳卒中・循環器疾患救急対策推

進事業を立ち上げ、専門家とのミーティング

やヒアリングを実施した。また、神奈川県の

有するヘルスイノベーション力や国家戦略特

区運営のノウハウ等の強みを活用して、県の

事業としての検討会議を企画実施した。今年

度の成果として、本研究（検討）のターゲッ

トとしての“0 Preventable disabilities”

を設定した。制限時間内に治療を受けていれ

ば回避・軽減できた可能性のある障害

（Preventable Disabilities；以下、「PDs」）

は、平素でも相当程度発生しているが、災害

時においては、更に「PDs」が極端に発生しや

すい状況である。ターゲットを「PDs」の根絶

（0 Preventable Disabilities；以下、「0PDs」）

と規定する事により、脳卒中の治療率向上に

ついて、平時の治療の均てん化の推進から、

災害時の対応改善まで、一気通貫した取り組

みとして体系化することが可能となった。そ

して、その対応の基本方針としての“Good 

Medicine in Bad Places”を掲げた。“Good 

Medicine in Bad Places”は、そもそもは米

軍の戦傷治療の向上を目指して出来た概念で

あるが、災害時における病院前という状況は、

正に“Bad Places”であり、そこで如何に“Good 

Medicine”を提供できるかの命題は同じであ

る。災害時においては、発症から治療施設ま

での間の医療対応については、質も量も限ら

れている。この様な現状においては、「制限時

間内に、スタッフや設備の整った施設への搬

送」を目指して、“Bad Places”から早々に離

脱することばかりを追求するのではなく、Bad 

Places”において一定期間過ごさざるを得な

いことを前提として、そこでの対応の改善を

図ることが、有効と考えられた。ここでは、

米軍が戦傷病対応で推進した様に、通常の医

療専門家集団のみならず、多様な分野の専門

家の参集を推進する手法が期待される。 

⑤ DMATの効果的な運用に関する研究（担

当 研究分担者 阿南英明） 

「病院行動評価群 Ver2」に関して 2016年熊本

地震で被災した 17病院に対してアンケートに

よる実用性評価を行い、11病院から回答を得

た。Step１「場の安全評価」、Step2「患者の

生命維持機能評価」、Step3「生活・衛生機能

評価と将来予測評価」等につき適切かどうか

聞き取った。その結果、熊本地震での被災評

価として「病院行動評価群 ver2」の有用性が

示された。また、2019年度大規模地震時医療

活動訓練における被害想定作成時に本評価群

分類を活用した場合の有用性については、被



 

害想定作成時に必要な設定項目が明確化され

た。建物の被害は震度設定と耐震性の有無の

対比から判断が容易であったが、水、電気の

供給状況の設定に関しては、断水や停電の自

治体のエリアごとの具体的想定がないため、

仮想で策定する必要があった。2019 年に発生

した台風、水害等に対する DMATの病院支援に

おいて本分類の実用性評価に関しては、台風

被害によって停電した病院が「病院行動評価

群 ver2」の病院避難を考慮する基準に当ては

まったが、実際には発電車、燃料補給によっ

てしのぐことができた。気象災害では、一時

的な停電、または断水が生じやすいが、一定

時間経過によって回復する可能性があるにも

かかわらず、Ver2では過剰な病院避難の判定

が生じうることが判った。 

⑥ 医療搬送に関する研究（担当 研究分

担者 本間正人） 

令和元年度第 2回急性期災害医療に関する都

道府県の取り組みにかかる調査（令和元年 4

月、厚生労働省 DMAT事務局実施）より SCU整

備状況を把握した。SCUの指定が完了している

都道府県が 87%と年々増加していた。SCUの訓

練状況も 81%と増加へ転じた。一方、資器材、

物品の整備状況は 50%前後に留まり、SCUを担

当する医療機関の明示は 23%と伸び悩んでい

た。制度的に確立されていないことが理由と

考えられるため、SCU 物品の整備状況もあわせ

て今後の制度策定についても検討が必要であ

ることが分かった。 

令和元年 11月 9日に開催された令和元年度鳥

取県原子力防災訓練（災害医療訓練）におい

て、鳥取県消防学校に SCUを設置し、同会場

に陸上自衛隊第 13後方支援連隊衛生隊の野外

手術システムを展開して衛生隊と DMATが連携

して模擬手術（処置）の後に大型ヘリコプタ

ーCH47 にて医療搬送する訓練を実施し課題を

抽出した。今回使用した手術ユニットは機器

の老朽化は認められるも、事前に DMATが持参

すべき医療機器や医療資機材を計画し訓練す

ることにより安定化手術（処置）は実施可能

であると考えられた。今後、陸上自衛隊部隊

が迅速に展開し DMATと連携できるようになる

ためには、出動根拠の整理、依頼の手順、事

前計画、双方が準備すべき資器材や医療材料

のリスト化、活動計画やマニュアル、研修訓

練、アクションカード等の作成が必要と考え

られた。 

⑦ 一般病院等へのBCP策定に関する研究

（担当 研究分担者 本間正人） 

既に公になっている地方自治体職員の相互応

援体制に伴う応援・受援に関する 3つのガイ

ドラインを参考として、「医療機関のための災

害時受援計画作成の手引き」を作成した。こ

の手引きは、受援の基本的な考え方に始まり、

応援の内容、役割、そしてそれを受け入れる

医療機関に求められる項目を含んでいる。如

何に効率的・効果的に支援を受けるかという

手引きである。本手引きを参考にそれぞれの

医療機関が自らの受援計画を策定・整備・充

実させることが期待される。また、計画だけ

ではなく、医療機関における応援・受援の研

修や訓練の取り組みも重要である。東日本大

震災や熊本地震等の経験を教材に医療機関に

おける応援・受援の研修や訓練の取り組みに

ついて本研究班において継続研究が必要であ

る。 



 

⑧ 災害時における地域包括ケアシステ

ムに関する研究（担当 研究分担者 小早川

義貴） 

地域包括ケアシステムと災害についての先行

研究はいくつかあるが、その中で地域包括支

援センターにおける災害対応が不十分な実態

が明らかにされている。しかし、一部のNPO法

人では災害支援の視点に立った地域包括ケア

システムの検討が行われていた。最近の災害

では、千葉県鴨川市が鴨川市災害医療検討会

議に様々な職種・組織を入れ込むことにより

災害医療と地域包括ケアシステムを連携させ

ていたことが、台風15号災害において人的被

害を出さなかったことに繋がった可能性が示

唆された。また、岡山県倉敷市真備町では、

平成30年西日本豪雨の後に、倉敷市連合医師

会が中心となり、行政、民生委員、社会福祉

協議会、NPO団体、住民等が集まり「倉敷の現

状の課題を知り未来を考える会」が結成され、

地域全体のBCPを考えることが重要であると

の指摘から、病院・診療所・介護・福祉施設

等を含めた地域包括ケアの中で地域連携BCP

を策定するための活動が始まった。高齢者を

はじめとする災害時要配慮者を守り、災害関

連死を防ぐためには、地域包括ケアシステム

を基盤とした地域全体を守る視点から、地域

連携BCPが重要と考える。今年度の成果として

は、全国所々でこの機運が高まっていること

が確認できた。 

⑨ 周産期・小児医療提供体制に関する研

究（担当 研究分担者 海野信也） 

 実災害の検討では、台風 15号の千葉県にお

ける小児周産期領域の災害対策の課題につい

て検討を行った。千葉県では災害対策本部を

設置し、災害時小児周産期リエゾンの出動要

請がなされた。リエゾン活動はほぼ 1 週間に

及んだ。本研究では、この台風災害の経験を

踏まえ、小児周産期領域の災害対策の課題を

検討した。その結果、特に小児領域の課題と

して、①医療的ケア児に関連した課題として

平時からの実態把握と災害時の避難方法、②

母子避難所の運営に関する課題としては、ス

ペシャリストの関与の必要性、③液体ミルク、

アレルギー食などの支援物資に関する課題、

④特別支援学級の課題として、休校時の在宅

での児童対応という 4 点があげられた。リエ

ゾンの実災害における活動を通じて、平時に

対応しておくべき事項について多くの知見が

得られた。 

リエゾン活動の検討では、台風 15号における

千葉県における経験、および「令和元年度政

府大規模地震時医療活動訓練」における経験

を踏まえた災害時小児周産期リエゾンの課題

を検討した。台風 15号においては、リエゾン

の人員確保・ローテーション体制の構築の必

要性、およびロジスティクスの重要性があげ

られた。被災県の中だけではリエゾンを確保

することは難しく、非被災県への派遣要請が

必要なこと、また、県レベルで管轄下全域を

掌握するのは難しく、二次医療圏レベルでの

リエゾン体制も必要と考察された。合わせて、

現行のリエゾンは特化したロジを持たない。

今後は災害時小児周産期リエゾン活動に特化

したロジを養成していくということもひとつ

の考え方であるが、既に医療調整本部内で活

動しているロジ要員に協力してもらうことも

考慮すべきと考えられた。 2019 年度政府大

規模地震時医療活動訓練の経験を踏まえた災



 

害時小児周産期リエゾンの課題については、

以下のことが明らかになった。①リエゾンは

保健医療調整本部で災害医療コーディネータ

や DMAT 等とともに訓練を実施し、連携して円

滑に活動可能である。②「災害時小児周産期

リエゾンの活動チェックリスト」や小児周産

期領域の災害情報システムは、リエゾンの活

動の効率を高めるのに有効。③東京、神奈川、

千葉という人口の多い都県では、災害対策に

おいて複数の活動拠点をおく必要が生じる。

その際、本部のリエゾンだけでは情報の収集

や集約は困難であり、拠点ごとにリエゾンを

配置する必要がある。④現状では、災害発生

時に有効な活動を行うためにはリエゾンの絶

対数が不足していることが明白であり、大都

市圏においては都道府県ごとのリエゾンの養

成が必要と考えられた。 

リエゾンの養成研修の検討では、リエゾン研

修の受講状況としては、８割以上が医師であ

り、行政職や看護師・助産師の受講が少ない

状況であるが、実際に災害時の小児周産期医

療体制を強化していくためには行政職や看護

師・助産師の理解、連携、協力は不可欠であ

り、研修会への参加を促進すべきと考えられ

た。地域によっては都道府県単位で災害時小

児周産期リエゾン養成研修が開催されており、

今後は各都道府県での取り組みについて実態

調査も必要と考えられた。 

情報システムの検討では、令和元年度厚生労

働科学研究「災害時小児・周産期医療体制の

構築と認知向上についての研究」において検

討が行われ、システムの開発が進行している。

本研究班との連携が期待される。 

⑩ IoT、AIを用いた災害医療の将来像に

関する研究（担当 研究分担者 久保達彦） 

２つの要素にわけて推進された研究の結果を

示す。関係計画・施策・技術調査の結果では、

防災基本計画において国及び地方公共団体等

は最新の情報通信関連技術の導入に努めると

いう努力義務が記されており、国土強靱化計

画においては IoT/AI等最新技術が、官学の持

つ情報に加えて民間が運営・提供する多様な

情報サービスを活用しつつ日本全国で利用す

る、更には我が国の災害経験に即した最新の

技術を海外に輸出展開・貢献する方向性まで

が計画として示されていた。 

最新の情報通信関連技術の防災・災害医療分

野への導入にあたっては、IoT/AI に取り組む

災害医療情報専門家および複数の民間 IT事業

者に聴取した結果、以下に示す 7 つの構造的

な課題が同定された。 

i) 組織の壁を越えたオールジャパンユ

ースの実現 

AIの活用にはビッグデータが必要であり、す

なわち全都道府県・全支援者が利用するオー

ルジャパンユースにより、標準化されたビッ

グデータを蓄積していくことが AIの有効性担

保のための必要条件である。 

ii) 誰がコストを負担するのか 

国、都道府県、災害医療チーム等支援者のう

ち誰がシステムの整備主体となりコストを負

担するのかは課題であるが、国が主体となっ

てオールジャパン全都道府県・全支援者が利

用できる環境を構築することが合理的かつ必

要と考えられた。 

iii) どの部局が管理するのか 

どの関係部局の事業とすることが適当かの整



 

理は必ずしも容易ではない。この課題への対

処としては、当該技術の本質（例：医療情報

管理なのか保健情報管理なのか）、主なユーザ

ー、また、平時の主たる利用者を軸として整

理する考え方が有効である。 

iv) 教育訓練の効率化 

災害時に利用するシステムには、ごく限られ

た時間で教育訓練が提供可能である必要があ

る。この課題への対処としては、標準教育資

料を作成して広く頒布すること等が有効であ

る。 

v) 平時利用 

この課題への対処としては、応用範囲の広い

技術であったとしても、適応範囲によって明

確に契約等を切り分けられる事業モデルを整

備しておくことが有用である。 

vi) 時代に合わせた柔軟なツール変更 

技術は日進月歩であり、ツールやサービス提

供事業者の入れ替えはあってしかるべきであ

る。一方、一度、採用したシステムからの乗

り換えや脱却は容易ではない。 

vii) 国際動向への対応 

特に AIはビッグデータの集積が必要であるこ

とから、国際標準に対応しない技術の将来性

は乏しい。国際標準に対応した技術を採用す

ることが重要である。 

⑪ DMAT隊員のメンタルヘルスチェック

システムに関する研究（担当 研究分担者 

西大輔） 

元隊員へのヒヤリング等から、活動を終えた

後に隊員が所属する医療機関からサポートを

得られるかどうかが、隊員のその後の精神健

康に大きな影響を及ぼしている可能性が示唆

された。平時の調査に関しては、2020年 1月

29日に DMAT／DPAT先遣隊隊員を対象にメー

リングリスト上で調査票を配布した。なお、1

月 29日時点の DMAT隊員の総数ついては DMAT

事務局に集計を依頼しており集計待ちの状況

であるが、配信状況についてメーリングリス

トを管理している NTTデータに照会した結果、

9,733名に調査票を配布できていた。2月 28

日までの本調査の回答数は、DPAT先遣隊の隊

員に関しては 89名（回答率 19.1%）であった

が、DMAT隊員に関しては 426名であり、調査

票を配布できた隊員を母数とした回答率は

4.4%であった。現在、回答率を上げるための

方策を検討中である。 

新型コロナウイルス関連の追加調査に関して

は、新型コロナウイルスの救援活動を行った

DMAT隊員および DPAT 隊員 807名のうち 414

名から回答を得られ、全ての質問に回答した

311名(回答率 41.0%)を解析対象者とした。そ

の結果、病院外にて新型コロナウイルスの救

援活動を行った DMAT 隊員および DPAT 隊員に

おいて身体的および精神的疲労と周トラウマ

期の精神的苦痛が心的外傷後ストレス障害

(PTSD)の症状と関連することが示された。加

えて、DMAT 隊員は DPAT隊員と比較して PTSD

症状との強い関連が認められた。 

 

⑫ 国際災害医療チームの受援に関する

研究（担当 研究分担者 久保達彦） 

国際計画等調査の結果、「国土強靭化計画」に

おいては、医療と比較すると消防（救助）分

野で国際受援の計画がより進んでいた。この

状況の背景には、国際受援手続きの標準化が、

国際的にはまず救助が整備され、続いて医療

が整備されてきていることと無縁ではないと



 

考えられる。我が国の国際緊急援助隊は救助

チーム・医療チームともにそれぞれ INSARAG・

EMT 国際認証を受けており、その国際動向を牽

引する存在である。このような動向を踏まえ

れば、本研究課題においては、次年度以降、

我が国の国際救助チームの受援の計画ならび

に我が国の国際緊急援助隊が海外への派遣支

援活動を通じて蓄積してきた関係知見を積極

的に活用していくことが適当と考えられた。

また、国内計画においては大規模災害発災後、

直ちに活動を開始すると見込まれる米軍等米

国からの支援との連携手順の明確化の重要性

が指摘されている一方で、「大規模地震・津波

災害応急対策対処方針」においては、国際受

援手続きのなかで外務省が当該国際チームが

WHO 認証チームであるかを確認することとさ

れていた。関係国際情勢として米国は WHO よ

り も PAHO （ Pan American Health 

Organization）との関係が深く、US-DMAT が

WHO の EMT 認証を受ける可能性は低いとみら

れる。この状況を実務的に整理していくうえ

では、次年度以降の研究において、米国チー

ムの受援を WHO 国際標準にも準拠する形で計

画化していくことが適当と思われた。今年度、

計画されていた米国 DMATとの合同訓練はコロ

ナ禍で残念ながら延期となった。 

 

Ｄ  考察 

 平成の時代は多くの災害に見舞われたが、年

号が変わり令和となった今年度も災害に見舞

われた。台風 15 号、台風 19 号は多くの被害

を出し、今後は気候変動に伴う気象災害と毎

年向き合わなければいけないことを改めて思

い知らされた。このような状況に対し、国も

平成 30 年 12 月国土強靭化基本計画を改定し

た。国土強靭化基本計画の保健医療に関する

骨子は、医療施設の耐震・インフラ強化、広

域的な連携体制、医療資源の供給体制、被害

想定に基づいた DMAT 養成、医療資源を適切に

配分調整するロジスティクス等となっている。

本研究はこの国土強靭化基本計画の具現化に

貢献するために行う。ここでは、初年度の成

果と次年度へ向けた課題をまとめる。 

まず、災害医療コーディネートに関する研究

においては、台風 19号の調整本部の役割と構

成員に関する検証より、被災者の命と健康を

守るための調整には、保健、医療、福祉 3 分

野の調整が不可欠であるが、残念ながらその

ような調整の枠組みは未だ十分とはいえない

ことが判明した。DMAT は、地域防災計画に組

み込まれ、実災害での経験をもとに、災害発

生直後から、DMAT 都道府県調整本部を県庁に、

DMAT 活動拠点本部を災害拠点病院に設置し、

組織的に活動しているが、一方、災害医療コ

ーディネート体制は、必ずしも地域防災計画

に記述されず、また、DMAT に比し実災害にお

ける経験が浅いのが現状である。また、災害

医療コーディネーターは、災害支援や受援の

経験のある人材が望ましいが人材がまだまだ

不足しているのが現状である。保健分野にお

ける支援のメインアクターは、DHEAT であるが、

こちらも養成が開始されたばかりで、経験の

ある人材はさらに少なく、即時的な派遣調整

が難しい体制である。また、DHEAT が保健医療

調整本部支援を行うのか否かに関する検討も

十分とは言えない。このような状況の中、熊

本地震以降は、医療調整と保健分野調整を同

じ机上で行うべく、「保健医療調整本部（仮



 

称）」が設置されることになった。ところが、

前述したように人材不足で、災害医療コーデ

ィネーターと統括 DMATを兼務する場合も稀で

はなく、一人二役をこなす結果、業務過多と

なり、役割を十分発揮できないことがあった。

このような状況を回避するには、DMAT 等の救

護班員と災害医療コーディネーターを役職と

して分離することが望ましいが、そのために

は、国土強靭化基本計画の中でも指摘されて

いるが、十分な数の災害医療コーディネータ

ーの養成が急務である。一方、保健分野の要

員に関する検討は、今後の課題であり、被災

地の保健分野の人材を保健医療調整本部に投

入する体制の確立や、DHEATに支援を求めるの

か否か等の検討が必要である。しかしながら、

これらの問題を解決するには、事前に調整本

部内の役割分担をより具体的に検討し可視化

することが求められる。その意味でマニュア

ルの作成が必要である。次年度以降の本研究

班の検討事項としたい。 

EMISに関する研究においては、今回の検討に

より、改めて EMISの課題として３点あげられ

た。すなわち、i)医療機関の EMIS入力率の低

迷、ii)医療機関におけるライフライン関連情

報の入力項目の不備、iii)停電時や野外など

で EMIS 発信が不可能であることを指摘した。 

まず、１番目の「災害時における EMIS入力率

が低い」という問題の存在は、今に始まった

ことではない。原因としては、いろいろ考え

られるが、今回の検討でも、ネット環境とか

機器などのハード面の問題ではなく、結局は

EMISへ入力する人、体制等のソフト面の問題

であることが改めて明確となった。このヒュ

ーマンファクターに起因する EMIS入力率の低

迷に対しては、これまでも課題の改善を図る

ため、EMIS 教育・研修の重要性について繰り

返し強調してきたが、なかなか効果が上がら

なかった。よって、今回は、この課題が改善

されない原因として、更に EMIS 自体の操作性

の問題、練習モードがないことを指摘したい。

災害発生時には EMISを使いこなす必要がある

が、日常的に使うものではないだけに、これ

ら２つの問題の改善は急務である。そこで、

技術的に可能であろう具体的なアプローチと

して、①ユーザーインターフェースの改善、

②訓練機能の強化、③e-Learningの導入、④

医療機関状況 APIの開発、の 4点を提案した。

この実行により、今度こそ入力率の向上につ

ながると信じたい。 

 つぎに 2番目の「医療機関におけるライフ

ライン関連情報の入力項目の不備」であるが、

災害時に医療機関は発信・共有する最も重要

な情報は、病院の機能維持の視点から、いわ

ゆるライフライン系の状況であることは論を

俟たない。ライフライン系が被害を被ってい

る病院に対して支援を行うにあたってはかな

り詳細な情報交換が必要であることが、今回

の検討で明らかとなった。その事実から、今

回特にライフライン情報に関する EMIS項目の

強化案の提案に至った。今回提言した入力追

加項目については、災害時の負担を減らすた

めに、その基本的な施設仕様などの詳しい情

報については、あらかじめ平時から病院の基

本情報欄に入力しておくことを提言した。 

 さて、3番目の課題である「停電時や野外な

どで EMIS発信が不可能である」に関しての対

策は、今や日常的かつ最も手軽に発信できる

手段としてのスマートフォンの活用である。



 

これまで、EMIS の入力・発信は基本的にパソ

コンを用いて行うしかなかったが、このアプ

リケーションをスマートフォンに搭載するこ

とにより、この課題はかなり解決できる。か

つ、DMATなどが屋外や移動中にでも発信可能

となり、代行入力もより簡単かつ早くするこ

とができるようになる。ただし、スマートフ

ォンアプリの導入にあたっては、セキュリテ

ィーの確保などいくつか押さえておく点もあ

る。まずは、緊急事入力と詳細入力、引き続

いて DMAT活動状況入力を可能とするアプリを

提案したい。最後に、今回の提案の実装にあ

たっては、今回の EMIS機能改善ならびに拡張

によるシステム障害の発生は避けるべきであ

る。できれば実装前にいわゆる「お試し版」

によるテスト期間を設けるなど、厚生労働省

関係者やユーザーによるチェックをしっかり

と行うことが不可欠と考える。 

ロジスティクスの研究については、令和元年

度大規模地震時医療活動訓練において、多く

の DMAT指揮及び運用に関する検証がなされた。

ロジスティクス強化に関する検討は、関連業

界の窓口との連携についての研究、NEXCO との

連携に関する研究、空港との連携や被災地で

の移動手段の確保に関する検討、通信環境の

確保に関する検討、医療機関における水及び

自家発電機用燃料の供給に関する検討等が行

われた。国土強靭化基本計画では、医療資源

を適切に配分調整するロジスティクスが望ま

れているが、医療資源配分調整には、関連業

界との連携が不可欠であり、今後も継続して

災害時の協力体制の構築に向けた意見交換を

幅広い関係業界団体と行うとともに、各関係

業界団体、関連民間事業者との連携訓練を実

施し、民間との連携の具体的なあり方、手法

について引き続き検討を行うことが求められ

る。 

最先端科学技術を用いた災害時の医療に関す

る研究は、災害時の Preventable 

Disabilitiesをゼロ「0PDs」にしようという

挑戦的な研究である。平時おいてさえ「0PDs」

達成は高い壁であるが、災害時の「0PDs」を

目標に掲げ、本年度は、従来の災害医学関係

者を中心とした検討から、幅広い分野の専門

家やイノベーション関係者が加わる検討が行

われた。この拡張された研究コミュニティの

広がりは、「病院前（Bad Places）の問題に、

学際的に対応する」新たな枠組みとして、今

後多様な先端科学技術が救急災害医療に導入

される起爆剤としても期待される。現状では、

もっぱら脳卒中・脳梗塞について検討を進め

ているが、本研究で推進するイノベーション

等のアプローチは、平素の重大疾患の対応と

災害時の対応を一気通貫に改善させる取り組

みとなり、医療へのアクセス（主に物理的）

問題や制約を有する高度医療の対象疾患（群）

にも breakthrough となることが期待される。 

DMATの効果的な運用に関する研究においては、

昨年度作成した「病院行動評価群ver2」の実

用性評価が行われた。地震の実災害及び訓練

想定において地震災害においてはVer2の一定

の有用性が確認された。毎年数多くのDMAT関

連研修において本群別分類は教育され、訓練

の被害想定策定にも用いることができた。一

方で台風、水害では、地震とは違ってライフ

ラインの途絶が比較的早期に回復可能である。

そのために初期の判断によって病院避難を決

定することは現場にそぐわず、過剰な判断に



 

なる可能性が示唆された。今後は、災害種別

により過不足なく適用するためには改変が必

要と思われた。国土強靭化基本計画では、DMAT

については、被害想定等を踏まえた必要チー

ム数を考慮し、計画的に養成していくことが

望まれているが、正にこの「病院行動評価群

ver2」は、被害想定に役立ち、今後のDMAT 必

要数算出に資するものと考える。 

医療搬送に関する研究では、広域医療搬送調

査結果より、SCU の指定が完了している都道府

県が年々増加し約 9 割となった。また SCU の

訓練状況は、一時落ち込んでいたが、再び 8

割と増加した。一方資器材、物品の整備状況

は 50%前後と横ばい、SCUを担当する医療機関

の明示は 23%と伸び悩んでいた。SCUの指定は、

首都直下、あるいは南海トラフ地震を想定し

て、被災が予想される都道府県から指定が始

まったが、東日本大震災以降は、どの県にお

いても被災する可能性があるということで、

全国的な指定が始まった。9割まで到達したの

は一つの成果である。ただ、資器材の予算は

都道府県に任されるため、濃淡が生じている。

また、花巻型の SCU を考えた場合には、近隣

の指定病院の協力が必要になるが、その指定

は 2 割程度に留まっている。この状況を打破

するためには、SCU の制度を更に強化し、予算

も確保するということが重要と考えられた。

自衛隊と DMATの連携による手術可能な SCUが、

鳥取県原子力防災訓練（災害医療訓練）にお

いて試された。陸上自衛隊衛生隊の野外手術

システムを展開して衛生隊と DMATが連携して

模擬手術（処置）を行い、その後に医療搬送

する訓練が実施された。今回の試みで、事前

に自衛隊と DMATが医療資器材など含めて調整、

訓練しておけば安定化手術（ダメージコント

ロールサージャリーDCS）は実施可能であると

考えられた。被災地の SCU に手術機能を持た

せることが出来れば、広域医療搬送の適応、

予後を変えることが可能となり、更なる検討

が必要と考えた。 

一般病院への BCP策定に関する研究では、本

年度は、「医療機関のための災害時受援計画作

成の手引き」を作成した。本手引きを参考に

それぞれの医療機関が自らの受援計画を策

定・整備・充実させることが期待される。ま

た、計画だけではなく、医療機関における応

援・受援の研修や訓練の取り組みも重要であ

る。次年度は、東日本大震災や熊本地震等の

経験を教材に医療機関における応援・受援の

研修や訓練の取り組みについて研究する予定

である。 

災害時における地域包括ケアシステムに関し

ては、高齢者をはじめとする災害時要配慮者

を守り、災害関連死を防ぐためには、地域包

括ケアシステムを基盤とした、地域全体を守

る BCPも重要と考える。国土強靭化基本計画

においても、平時から保健医療・介護の連携

を推進することにより、地域包括ケアシステ

ムの構築を進め、高齢者がコミュニティの活

動に参加する環境を整備し、コミュニティの

災害対応能力を強化すると謳われている。今

年度の成果としては、全国所々でこの機運が

高まっていることが確認できた。如何に災害

に強い地域包括ケアシステムを作るかがテー

マとなるが、研究班としては、先進的な試み

をしている地域と連携して、あるべき形を提

示していく予定である。 

小児・周産期の災害対応に関しては、2018 年



 

度に災害時小児周産期リエゾン活動要領が発

出され、都道府県の災害対策におけるリエゾ

ンの位置づけがある程度明確になり、実災害

での活動機会が増加してきている。一方で、

新たな課題も抽出され、特に小児領域の多様

な課題が指摘されるようになった。2019 年度

の千葉県の台風災害では、長期にわたって広

範囲に停電が持続した。その結果、人工呼吸

器や吸引器を用いた持続的ケアが必要な在宅

の医療的ケア児への対応、母子避難所の運営

の問題、（液体ミルク、アレルギー食等の）支

援物資の取扱い、特別支援学校の休校の影響

等が課題として浮かび上がった。これらの課

題は、これまでも指摘されているが、平時か

ら対応方針の明確化に基づく関係者の認識の

共有が必要であることを改めて強調したい。

政府大規模地震時医療活動訓練であきらかに

なったのは、人口が多い地域で複数の拠点で

一定期間以上リエゾン活動を機能的に行うた

めの人的資源の不足と特にロジスティクスを

担う人員の不足、そして複数拠点で組織的に

活動するためのノウハウの欠如である。人員

については、大都市圏では都道府県レベルで

のリエゾン養成研修の実施による人材養成が

必要不可欠と考える。各活動拠点にリエゾン

業務を熟知する人材を配置することができれ

ば、ブロック内で完結可能な課題の迅速な処

理も可能となり、本部の負担を軽減するとと

もに、本部が必要とする情報の収集と本部と

の共有も円滑に進むことが期待できる。保健

医療調整本部の組織は、自治体によってかな

り大きな違いがあり、一般化することは難し

いが、その地域の特性に応じた連携体制のあ

り方を平時から検討し、訓練を通じてその実

用性を確認しておくことが必要と考えられた。 

IoT、AIを用いた災害医療の将来像に関する研

究では、IoT、AIの活用に係る研究開発は既に

存在していたことが分かった。今後、それら

の動向を中心に更に情報収集を行っていく必

要がある。AIの活用の前提となるのはビッグ

データの存在である。その点、現在、災害医

療分野で WHO国際標準も牽引しつつ既にビッ

グデータをつくりだしているのは J-SPEED で

あり、同蓄積データを活用していくことが災

害医療分野への AI導入の最短経路になると思

われた。次年度以降の研究においては、災害

医療分野の現有資産として J-SPEEDを主軸と

して、IoT、AIを用いた災害医療の未来におい

て求められる機能を検討していくこと。具体

的には新規技術の導入には結果に示したよう

な困難・課題があるなか、J-SPEED がなぜこの

ような迅速な社会実装を達成することができ

たのかを分析して J-SPEED以外を含めた新規

技術の早期導入を図るとともに、J-SPEED が抱

える運用課題を分析して教訓とするとともに

その解決策を検討する。更には、同検討等を

通じて IoT、AI活用の前提として災害医療分

野で構築されるべきビッグデータの内容につ

いて検討をすすめる予定である。 

DMAT隊員のメンタルヘルスチェックシステム

に関する研究においては、元隊員へのヒヤリ

ング等から、活動を終えた後に隊員が所属す

る医療機関からサポートを得られるかどうか

が、隊員のその後の精神健康に大きな影響を

及ぼしている可能性が示唆された。これを裏

付けるアンケート調査を行ったが、回答率が

想定以上に低く、現時点の回答率では、研究

結果の信頼性への影響が懸念されるため、回



 

答率を上げるための方策を検討中である。新

型コロナウイルス関連の追加調査には、調査

票の配布方法として EMISを使用し概ね全隊員

に調査票を配布することができた。結果とし

て、DMAT隊員は DPAT 隊員と比較して PTSD症

状との強い関連が認められ、DMAT隊員と DPAT

隊員の救援活動中の業務内容を考慮すると救

援活動中に感染症を罹患している可能性のあ

る人と身体的な接触をすることは PTSD症状と

関連する可能性が示唆された。また、本研究

結果から、COVID-19等の新興感染症の救援活

動を行う医療従事者においてメンタルヘルス

の問題を防止するには救援活動中においても

セルフケアのための十分な時間を確保できる

ことが重要であることが示唆された。本研究

成果は、新興感染症の救援活動後に PTSD症状

が強く現れる危険性が高い救援者の早期発見

や、救援活動後の PTSD予防策の構築に寄与す

ることが期待される。 

国際災害医療チームの受援に関する研究では、

国際標準等調査の結果、明らかになったこと

のひとつは我が国の災害医療の先進性である。

具体的には我が国で開発された J-SPEED 診療

日報がＷＨＯ国際標準として採用されており、

国際激甚災害において実用フェーズに入って

いる。J-SPEED の真価のひとつは、多様な医療

チームから標準化された診療日報を得ること

で受援側本部が、「どのチームがどこでどのよ

うな医療活動を行ったか」が即日把握できる

ようになり、の指揮・調整機能が高められる

ことにある。我が国の方式が国際標準化され

たことで、今後の国内大規模災害においても

我が国としては平素からの手法を変えること

なく、国際チームからの WHO 国際標準に基づ

く診療日報を受け取り、即時集計することが

できる。次年度以降の研究においては、日本

方式を予め WHO 国際標準にして各国で運用し

ておく視点をもって戦略的かつ野心的に推進

することが、仙台防災枠組 2015-2030 等の国

際枠組みを率先して実行することにより、世

界の強靱化をリードすると示された国土強靭

化計画の主旨に照らしても、適当である。 

US-DMAT と合同で計画された国際受援訓練が

新型コロナウイルス流行を受けて延期された

ことは大変残念なことであったが、一方で、

ダイヤモンド・プリンセス号の米国人乗客の

帰還において、US-DMATの派遣受け入れが実動

された。今回のチームは診療を前提とした感

染症専門チームであったため全てを検証でき

たわけではないものの、有意義な知見が得ら

れた。最も重要な獲得知見は国際受援におい

ては、日本側が供出するメディカルリエゾン

（通訳機能/医療的議論を含む）の存在が不可

欠かつ特に重要であるという点であったと思

われる。今回は主な活動場所が船上であった

ため十分な評価はできていないものの、日本

人メディカルリエゾンの存在は地方自治体の

受援負担を最小化するうえでも極めて重要と

思われる。次年度以降の研究においては、日

本側が供出するメディカルリエゾンの確保に

も着目して訓練機会を調整していくことが望

ましいと考えられる。 

 

 Ｅ  結論 

昨今の災害を受けて、平成30年12月に国土強

靭化基本計画が見直された。本研究班の一つ

の目的は、この計画の具現化に貢献すること

である。研究計画では、初年度は各課題にお



 

ける分析・評価を行い、戦略・マニュアル案

等の策定を行うことであったが、令和元年は、

佐賀県豪雨災害に始まり、台風15号、19号、

21号と多くの気象災害に見舞われた。その結

果、現行の災害医療体制の成果と課題が浮き

彫りになり、本研究班として多くの知見を得

た。知見は分担研究班の戦略・マニュアル案

等の策定へとフィードバックされ、国土強靭

化基本計画の具現化に寄与した。実例として

は、台風15号における停電災害は、EMISのイ

ンフラ状況の項目の不備を浮き彫りとしたが、

本研究班によりEMISの課題を明確にすること

により、2020年6月のEMIS機能拡充へ繋げた。

EMIS機能拡充においては、本研究班が提言し

たライフライン情報収集強化、e-learning導

入、スマートフォンアプリ開発等が行われた。

また、台風15号、19号では一早くDMATロジス

ティックチームが被災地入りして、医療施設

の被災状況を情報収集し、医療資源を適切に

配分調整した。特に、平成30年西日本豪雨災

害、北海道胆振東部地震で培った医療施設イ

ンフラ災害への対応は、定型化され、台風15

号、19号へと活かされた。昨今の災害では、

如何に早くDMATロジスティックチームを被災

地入りさせるかがキーとなっている。今後は、

予期できる気象災害等では、DMATロジスティ

クスチームの先行投入も含めて検討が必要で

ある。台風19号は広域災害であり、被災7県で

260隊のDMATが活動、DMATロジスティックチー

ムも全国から81名が被災地入りした。しかし

南海トラフ地震等を考えると人材不足は否め

ず、その意味で、国土強靭化基本計画でも謳

われている本部等での指揮調整等を行う人材

育成が急務である。 

新型コロナウイルス感染症に関わる対応で

は、DMATは令和2年1月末の武漢チャーター便

帰国者滞在施設における医療支援に始まり、

クルーズ船ダイヤモンド・プリンセス号にお

ける活動、その後の日本全国への新型コロナ

ウイルス感染症の拡がりに対して、厚生労働

省新型コロナウイルス感染症対策推進本部で

の活動、都道府県搬送調整本部では、41都道

府県においてDMAT関係者が参画した。これら

の活動を通して感染症制御に関する多くの知

見を得られたため、国土強靭化基本計画で大

きなてーまになっている、被災地における感

染症の発生・まん延の防止について、次年度

以降の本研究班が貢献できると考える。 
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